
資料  

令和２年第４回定例市議会議案

条例新旧対照表



議案第５３号 一般職の職員の給与に関する条例等の一部改正について

一般職の職員の給与に関する条例の一部改正案（第１条関係） ··································· １ 

一般職の職員の給与に関する条例の一部改正案（第２条関係） ··································· ２ 

一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正案（第３条関係） ··························· ３ 

一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正案（第４条関係） ··························· ４ 

会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部改正案（第５条関係） ··················· ５ 

特別職の職員の給与に関する条例の一部改正案（第６条関係） ··································· ６ 

特別職の職員の給与に関する条例の一部改正案（第７条関係） ··································· ７ 

議案第５４号 一般職の職員の給与に関する条例の一部改正について 

        一般職の職員の給与に関する条例の一部改正案 ················································· ８ 

議案第５５号 非常勤の特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正について 

        非常勤の特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正案 ····························· ９ 

議案第５６号 藤井寺市指定居宅介護支援事業者の指定に関する基準並びに指定居宅介護支援等の事業の人員及び運

営に関する基準を定める条例の一部改正について 

藤井寺市指定居宅介護支援事業者の指定に関する基準並びに指定居宅介護支援等の事業の人員及び

運営に関する基準を定める条例の一部改正案 ················································· １０ 

議案第５７号 藤井寺市介護保険条例の一部改正について 

        藤井寺市介護保険条例の一部改正案 ························································· １２ 

議案第５８号 藤井寺市国民健康保険条例の一部改正について 

        藤井寺市国民健康保険条例の一部改正案 ····················································· １３ 

議案第５９号 藤井寺市子どもの医療費の助成に関する条例の一部改正について 

        藤井寺市子どもの医療費の助成に関する条例の一部改正案 ····································· １７ 

議案第６０号 藤井寺市後期高齢者医療に関する条例の一部改正について 



        藤井寺市後期高齢者医療に関する条例の一部改正案 ··········································· ２０ 

議案第６１号 藤井寺市道路占用料条例及び藤井寺市準用河川占用料徴収条例の一部改正について 

        藤井寺市道路占用料条例の一部改正案（第１条関係） ········································· ２１ 

        藤井寺市準用河川占用料徴収条例の一部改正案（第２条関係） ································· ２５ 

議案第６２号 藤井寺市南部大阪都市計画下水道事業受益者負担に関する条例の一部改正について 

        藤井寺市南部大阪都市計画下水道事業受益者負担に関する条例の一部改正案 ····················· ２８ 

議案第６３号 藤井寺市水道事業給水条例の一部改正について 

        藤井寺市水道事業給水条例の一部改正案 ····················································· ２９ 

議案第６４号 藤井寺市水道事業の設置等に関する条例等の廃止等について 

        非常勤の特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正案（第２条関係） ············· ３０ 

        特別職の職員の給与に関する条例の一部改正案（第３条関係） ································· ３１ 

        藤井寺市特別会計条例の一部改正案（第４条関係） ··········································· ３２ 

        藤井寺市職員定数条例の一部改正案（第５条関係） ··········································· ３３ 

藤井寺市情報公開条例の一部改正案（第６条関係） ··········································· ３４ 

藤井寺市個人情報保護条例の一部改正案（第７条関係） ······································· ３５ 

藤井寺市行政手続条例の一部改正案（第８条関係） ··········································· ３６ 

藤井寺市職員の厚生制度に関する条例の一部改正案（第９条関係） ····························· ３７ 

重要な公の施設に関する条例の一部改正案（第１０条関係） ··································· ３８ 

一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正案（第１１条関係） ······················· ３９ 

藤井寺市暴力団排除条例の一部改正案（第１２条関係） ······································· ４０ 

藤井寺市行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例の一部改正案（第１３条関係） ··· ４１ 



- 1 - 

議案第５３号 

一般職の職員の給与に関する条例等の一部改正について

○一般職の職員の給与に関する条例（昭和３４年藤井寺市条例第２１号） 新旧対照表

（第１条関係）

改正後 改正前 

（期末手当） （期末手当） 

第２４条 （略） 第２４条 （略） 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の１２５を乗じて得た額に、基準日以

前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、当該

各号に定める割合を乗じて得た額とする。 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の１３０を乗じて得た額に、基準日以

前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、当該

各号に定める割合を乗じて得た額とする。 

（１）～（４） （略） （１）～（４） （略） 

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用については、同項中「１００分の１２５」と

あるのは「１００分の７２．５」とする。 

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用については、同項中「１００分の１３０」と

あるのは「１００分の７２．５」とする。 

４～６ （略） ４～６ （略） 
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○一般職の職員の給与に関する条例（昭和３４年藤井寺市条例第２１号） 新旧対照表

（第２条関係）

改正後 改正前 

（期末手当） （期末手当） 

第２４条 （略） 第２４条 （略） 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の１２７．５を乗じて得た額

に、基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間の次の各号に掲

げる区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額とする。 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の１２５を乗じて得た額に、

基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間の次の各号に掲げる

区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額とする。 

（１）～（４） （略） （１）～（４） （略） 

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用については、同項中「１００分の１

２７．５」とあるのは「１００分の７２．５」とする。 

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用については、同項中「１００分の１

２５」とあるのは「１００分の７２．５」とする。 

４～６ （略） ４～６ （略） 
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○一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成２４年藤井寺市条例第１５号） 新旧対照表

（第３条関係）

改正後 改正前 

（特定任期付職員についての給与条例の適用除外等） （特定任期付職員についての給与条例の適用除外等） 

第８条 （略） 第８条 （略） 

２ 特定任期付職員に対する給与条例第２条、第１５条の２、第２３条の２、

第２４条第２項及び第２６条の規定の適用については、給与条例第２条中

「勤勉手当」とあるのは「勤勉手当、特定任期付職員業績手当」と、給与条

例第１５条の２第１項中「この条例の適用を受ける職員（第２８条に規定す

る職員を除く。）」とあるのは「一般職の任期付職員の採用等に関する条例

第２条第１項の規定により任期を定めて採用された職員」と、同条第２項中

「給料、扶養手当及び管理職手当の月額の合計額」とあるのは「給料月額」

と、給与条例第２３条の２中「第１３条第１項に規定する職にある職員（第

２０条にあっては、規則で定める職員を除く。）」とあるのは「一般職の任

期付職員の採用等に関する条例第２条第１項の規定により任期を定めて採用

された職員」と、給与条例第２４条第２項中「１００分の１２５」とあるの

は「１００分の１６５」と、給与条例第２６条中「及び勤勉手当」とあるの

は「、勤勉手当及び特定任期付職員業績手当」とする。 

２ 特定任期付職員に対する給与条例第２条、第１５条の２、第２３条の２、

第２４条第２項及び第２６条の規定の適用については、給与条例第２条中

「勤勉手当」とあるのは「勤勉手当、特定任期付職員業績手当」と、給与条

例第１５条の２第１項中「この条例の適用を受ける職員（第２８条に規定す

る職員を除く。）」とあるのは「一般職の任期付職員の採用等に関する条例

第２条第１項の規定により任期を定めて採用された職員」と、同条第２項中

「給料、扶養手当及び管理職手当の月額の合計額」とあるのは「給料月額」

と、給与条例第２３条の２中「第１３条第１項に規定する職にある職員（第

２０条にあっては、規則で定める職員を除く。）」とあるのは「一般職の任

期付職員の採用等に関する条例第２条第１項の規定により任期を定めて採用

された職員」と、給与条例第２４条第２項中「１００分の１３０」とあるの

は「１００分の１７０」と、給与条例第２６条中「及び勤勉手当」とあるの

は「、勤勉手当及び特定任期付職員業績手当」とする。 
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○一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成２４年藤井寺市条例第１５号） 新旧対照表

（第４条関係）

改正後 改正前 

（特定任期付職員についての給与条例の適用除外等） （特定任期付職員についての給与条例の適用除外等） 

第８条 （略） 第８条 （略） 

２ 特定任期付職員に対する給与条例第２条、第１５条の２、第２３条の２、

第２４条第２項及び第２６条の規定の適用については、給与条例第２条中

「勤勉手当」とあるのは「勤勉手当、特定任期付職員業績手当」と、給与条

例第１５条の２第１項中「この条例の適用を受ける職員（第２８条に規定す

る職員を除く。）」とあるのは「一般職の任期付職員の採用等に関する条例

第２条第１項の規定により任期を定めて採用された職員」と、同条第２項中

「給料、扶養手当及び管理職手当の月額の合計額」とあるのは「給料月額」

と、給与条例第２３条の２中「第１３条第１項に規定する職にある職員（第

２０条にあっては、規則で定める職員を除く。）」とあるのは「一般職の任

期付職員の採用等に関する条例第２条第１項の規定により任期を定めて採用

された職員」と、給与条例第２４条第２項中「１００分の１２７．５」とあ

るのは「１００分の１６７．５」と、給与条例第２６条中「及び勤勉手当」

とあるのは「、勤勉手当及び特定任期付職員業績手当」とする。 

２ 特定任期付職員に対する給与条例第２条、第１５条の２、第２３条の２、

第２４条第２項及び第２６条の規定の適用については、給与条例第２条中

「勤勉手当」とあるのは「勤勉手当、特定任期付職員業績手当」と、給与条

例第１５条の２第１項中「この条例の適用を受ける職員（第２８条に規定す

る職員を除く。）」とあるのは「一般職の任期付職員の採用等に関する条例

第２条第１項の規定により任期を定めて採用された職員」と、同条第２項中

「給料、扶養手当及び管理職手当の月額の合計額」とあるのは「給料月額」

と、給与条例第２３条の２中「第１３条第１項に規定する職にある職員（第

２０条にあっては、規則で定める職員を除く。）」とあるのは「一般職の任

期付職員の採用等に関する条例第２条第１項の規定により任期を定めて採用

された職員」と、給与条例第２４条第２項中「１００分の１２５」とあるの

は「１００分の１６５」と、給与条例第２６条中「及び勤勉手当」とあるの

は「、勤勉手当及び特定任期付職員業績手当」とする。 
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○会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年藤井寺市条例第９号） 新旧対照表

（第５条関係）

改正後 改正前 

附 則 附 則 

１ （略） １ （略） 

（経過措置） （経過措置） 

２ 第１６条及び第２９条第１項の規定により準用する給与条例第２４条第２

項の規定の適用については、令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで

の間、同項中「１００分の１２５」とあるのは「１００分の５０（市長が別

に定める職種にあっては、１００分の１３０）」とし、令和３年４月１日か

ら令和４年３月３１日までの間、同項中「１００分の１２７．５」とあるの

は「１００分の９０（市長が別に定める職種にあっては、１００分の１２

７．５）」とする。 

２ 第１６条及び第２９条第１項の規定により準用する給与条例第２４条第２

項の規定の適用については、令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで

の間、同項中「１００分の１３０」とあるのは「１００分の５０（市長が別

に定める職種にあっては、１００分の１３０）」とし、令和３年４月１日か

ら令和４年３月３１日までの間、同項中「１００分の１３０」とあるのは

「１００分の９０（市長が別に定める職種にあっては、１００分の１３

０）」とする。 
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○特別職の職員の給与に関する条例（昭和３４年藤井寺市条例第１８号） 新旧対照表

（第６条関係）

改正後 改正前 

第３条 （略） 第３条 （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 職員に支給する期末手当の額は、６月１日又は１２月１日（以下「基準

日」という。）現在（基準日前１箇月以内に退職又は死亡した場合において

は、退職又は死亡した日現在）において職員が受けるべき給料の月額及び地

域手当の月額並びにこれらの合計額に１００分の２０を乗じて得た額の合計

額に１００分の１９２．５を乗じて得た額に、基準日以前６箇月以内の期間

におけるその者の在職期間の区分に応じて一般職の職員の給与に関する条例

（昭和３４年藤井寺市条例第２１号）第２４条第２項各号に定める割合を乗

じて得た額とする。 

４ 職員に支給する期末手当の額は、６月１日又は１２月１日（以下「基準

日」という。）現在（基準日前１箇月以内に退職又は死亡した場合において

は、退職又は死亡した日現在）において職員が受けるべき給料の月額及び地

域手当の月額並びにこれらの合計額に１００分の２０を乗じて得た額の合計

額に１００分の１９７．５を乗じて得た額に、基準日以前６箇月以内の期間

におけるその者の在職期間の区分に応じて一般職の職員の給与に関する条例

（昭和３４年藤井寺市条例第２１号）第２４条第２項各号に定める割合を乗

じて得た額とする。 

５ （略） ５ （略） 



- 7 - 

○特別職の職員の給与に関する条例（昭和３４年藤井寺市条例第１８号） 新旧対照表

（第７条関係）

改正後 改正前 

第３条 （略） 第３条 （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 職員に支給する期末手当の額は、６月１日又は１２月１日（以下「基準

日」という。）現在（基準日前１箇月以内に退職又は死亡した場合において

は、退職又は死亡した日現在）において職員が受けるべき給料の月額及び地

域手当の月額並びにこれらの合計額に１００分の２０を乗じて得た額の合計

額に１００分の１９５を乗じて得た額に、基準日以前６箇月以内の期間にお

けるその者の在職期間の区分に応じて一般職の職員の給与に関する条例（昭

和３４年藤井寺市条例第２１号）第２４条第２項各号に定める割合を乗じて

得た額とする。 

４ 職員に支給する期末手当の額は、６月１日又は１２月１日（以下「基準

日」という。）現在（基準日前１箇月以内に退職又は死亡した場合において

は、退職又は死亡した日現在）において職員が受けるべき給料の月額及び地

域手当の月額並びにこれらの合計額に１００分の２０を乗じて得た額の合計

額に１００分の１９２．５を乗じて得た額に、基準日以前６箇月以内の期間

におけるその者の在職期間の区分に応じて一般職の職員の給与に関する条例

（昭和３４年藤井寺市条例第２１号）第２４条第２項各号に定める割合を乗

じて得た額とする。 

５ （略） ５ （略） 
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議案第５４号

一般職の職員の給与に関する条例の一部改正について

○一般職の職員の給与に関する条例（昭和３４年藤井寺市条例第２１号） 新旧対照表

改正後 改正前 

（時間外勤務手当等に関する規定の適用除外） （時間外勤務手当等に関する規定の適用除外） 

第２３条の２ 第１８条から第２０条までの規定は、第１３条第１項の規則で定める職

員には適用しない。 

第２３条の２ 第１８条から第２０条までの規定は、第１３条第１項に規定する職にあ

る職員（第２０条にあっては、規則で定める職員を除く。）には適用しない。ただ

し、法令に基づく公の選挙の投票事務及び開票事務に従事した場合並びに災害による

配備に伴う業務に従事した場合は、この限りでない。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿

２ 前項ただし書の規定による手当を支給する場合の手当の額については、別に市長が

定める。 

（管理職員特別勤務手当） （管理職員特別勤務手当） 

第２３条の３ 第１３条第１項の規則で定める職員が臨時又は緊急の必要その他の公務

の運営の必要により勤務時間条例第３条第１項、第３項、第４項及び第４条の規定に

基づく週休日又は同条例第９条第２項の規定に基づく休日（次項において「週休日

等」という。）に勤務した場合は、当該職員には、管理職員特別勤務手当を支給す

る。 

第２３条の３ 第１３条の規定に基づく規則で定める職員が臨時又は緊急の必要その他

の公務の運営の必要により勤務時間条例第３条第１項、第３項、第４項及び第４条の

規定に基づく週休日又は同条例第９条第２項の規定に基づく休日（次項において「週

休日等」という。）に勤務した場合は、当該職員には、管理職員特別勤務手当を支給

する。ただし、前条第１項ただし書の規定により第１８条から第２０条までの規定を

適用される場合は、この限りでない。 

２ 前項に規定する場合のほか、同項に規定する職員が災害への対処その他の臨時又は

緊急の必要により週休日等以外の日の午前０時から午前５時までの間であって正規の

勤務時間以外の時間に勤務した場合は、当該職員には、管理職員特別勤務手当を支給

する。 

２ 前項に規定する場合のほか、前項に規定する職員が、災害への対処その他の臨時又

は緊急の必要により、週休日等以外の日の午前０時から午前５時までの間であって正

規の勤務時間以外の時間に勤務した場合は、当該職員に管理職員特別勤務手当を支給

する。ただし、前条第１項ただし書の規定により第１８条から第２０条までの規定を

適用される場合は、この限りでない。 

３・４ （略） ３・４ （略） 
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議案第５５号

非常勤の特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正について

○非常勤の特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３４年藤井寺市条例第１７号） 新旧対照表

改正後 改正前 

（報酬） （報酬） 

第２条 （略） 第２条 （略） 

２ 市の常勤の職員が別表第１に掲げる職を兼ねるときは、その兼ねる職に対する報酬

は支給しない。ただし、法令の規定に基づいて任命権者が認めるときは、この限りで

ない。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿

別表第１（第２条、第４条関係） 別表第１（第２条、第４条関係） 

区分 報酬額 

（略） 

選挙立会人及び開票立会人 １選挙につき  １２，０００円

投票管理者 日額 

半日額 

１８，０００円

９，０００円

投票立会人 日額 

半日額 

１７，０００円

８，５００円

期日前投票管理者 日額 

半日額 

１６，０００円

８，０００円

期日前投票立会人 日額 

半日額 

１５，０００円

７，５００円

（略） 

区分 報酬額 

（略） 

選挙立会人及び開票立会人 １選挙につき  １２，０００円

投票立会人 日額 

半日 

１７，０００円

８，５００円

期日前投票管理者 日額 １６，０００円

期日前投票立会人 日額 

半日 

１５，０００円

７，５００円

（略） 
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議案第５６号

藤井寺市指定居宅介護支援事業者の指定に関する基準並びに指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関す

る基準を定める条例の一部改正について

○藤井寺市指定居宅介護支援事業者の指定に関する基準並びに指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準を定める条例（平成３０年藤井寺市条例第

５号） 新旧対照表

改正後 改正前 

（管理者） （管理者） 

第５条 （略） 第５条 （略） 

２ 前項に規定する管理者は、介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３

６号）第１４０条の６６第１号イ（３）に規定する主任介護支援専門員（以

下「主任介護支援専門員」という。）でなければならない。ただし、主任介

護支援専門員の確保が著しく困難である等やむを得ない理由がある場合につ

いては、介護支援専門員（主任介護支援専門員を除く。）を同項に規定する

管理者とすることができる。 

２ 前項に規定する管理者は、介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３

６号）第１４０条の６６第１号イ（３）に規定する主任介護支援専門員でな

ければならない。 

３ （略） ３ （略） 

附 則 附 則 

１ （略） １ （略） 

（経過措置） （経過措置） 

２ 令和９年３月３１日までの間は、第５条第２項の規定にかかわらず、介護

支援専門員（主任介護支援専門員を除く。）を同条第１項に規定する管理者

とすることができる。 

２ 平成３３年３月３１日までの間は、第５条第２項の規定にかかわらず、介

護支援専門員（介護保険法施行規則第１４０条の６６第１号イ（３）に規定

する主任介護支援専門員を除く。）を第５条第１項に規定する管理者とする

ことができる。 

３ 令和３年４月１日以後における前項の規定の適用については、同項中「第

５条第２項」とあるのは「令和３年３月３１日までに法第４６条第１項の指

定を受けている事業者の当該指定に係る事業所（同日において当該事業所に

おける第５条第１項に規定する管理者（以下この条において「管理者」とい

う。）が、主任介護支援専門員でないものに限る。）については、第５条第

２項」と、「介護支援専門員（主任介護支援専門員を除く。）を同条第１項

に規定する」とあるのは「引き続き、令和３年３月３１日における管理者で

ある介護支援専門員を」とする。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

（藤井寺市指定地域密着型サービス事業者の指定に関する基準並びに指定地 （藤井寺市指定地域密着型サービス事業者の指定に関する基準並びに指定地
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改正後 改正前 

域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例の

一部改正） 

域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例の

一部改正） 

４ （略） ３ （略） 
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議案第５７号

藤井寺市介護保険条例の一部改正について 

○藤井寺市介護保険条例（平成１２年藤井寺市条例第７号） 新旧対照表
改正後 改正前 

附 則 附 則 

（延滞金の割合の特例） （延滞金の割合の特例） 

第３条 当分の間、第１６条第１項に規定する延滞金の年１４．６パーセント

の割合及び年７．３パーセントの割合は、同項の規定にかかわらず、各年の

延滞金特例基準割合（平均貸付割合（租税特別措置法第９３条第２項に規定

する平均貸付割合をいう。）に年１パーセントの割合を加算した割合をい

う。以下この条において同じ。）が年７．３パーセントの割合に満たない場

合には、その年中においては、年１４．６パーセントの割合にあってはその

年における延滞金特例基準割合に年７．３パーセントの割合を加算した割合

とし、年７．３パーセントの割合にあっては当該延滞金特例基準割合に年１

パーセントの割合を加算した割合（当該加算した割合が年７．３パーセント

の割合を超える場合には、年７．３パーセントの割合）とする。 

第３条 当分の間、第１６条第１項に規定する延滞金の年１４．６パーセント

の割合及び年７．３パーセントの割合は、同項の規定にかかわらず、各年の

特例基準割合（当該年の前年に租税特別措置法第９３条第２項の規定により

告示された割合に年１パーセントの割合を加算した割合をいう。以下この条

において同じ。）が年７．３パーセントの割合に満たない場合には、その年

（以下この条において「特例基準割合適用年」という。）中においては、年

１４．６パーセントの割合にあっては当該特例基準割合適用年における特例

基準割合に年７．３パーセントの割合を加算した割合とし、年７．３パーセ

ントの割合にあっては当該特例基準割合に年１パーセントの割合を加算した

割合（当該加算した割合が年７．３パーセントの割合を超える場合には、年

７．３パーセントの割合）とする。 
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議案第５８号

藤井寺市国民健康保険条例の一部改正について 

○藤井寺市国民健康保険条例（昭和３６年藤井寺市条例第８号） 新旧対照表

改正後 改正前 

（保険料の減額） （保険料の減額） 

第１９条 次の各号に該当する納付義務者に対して課する保険料の賦課額のう

ち基礎賦課額は、第１０条又は第１３条の２の基礎賦課額から、それぞれ当

該各号に定める額を減額して得た額（当該減額して得た額が第１３条の６の

額を超える場合には、第１３条の６の額）とする。 

第１９条 次の各号に該当する納付義務者に対して課する保険料の賦課額のう

ち基礎賦課額は、第１０条又は第１３条の２の基礎賦課額から、それぞれ当

該各号に定める額を減額して得た額（当該減額して得た額が第１３条の６の

額を超える場合には、第１３条の６の額）とする。 

（１） 世帯主、当該年度の保険料賦課期日（賦課期日後に保険料の納付義

務が発生した場合には、その発生した日とする。）現在においてその世帯

に属する被保険者及び特定同一世帯所属者につき算定した地方税法第３１

４条の２第１項に規定する総所得金額（青色専従者給与額又は事業専従者

控除額については、同法第３１３条第３項、第４項又は第５項の規定を適

用せず、所得税法（昭和４０年法律第３３号）第５７条第１項、第３項又

は第４項の規定の例によらないものとし、山林所得金額並びに他の所得と

区分して計算される所得の金額（地方税法附則第３３条の２第５項に規定

する上場株式等に係る配当所得等の金額（同法附則第３５条の２の６第１

１項又は第１５項の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）、同

法附則第３３条の３第５項に規定する土地等に係る事業所得等の金額、同

法附則第３４条第４項に規定する長期譲渡所得の金額、同法附則第３５条

第５項に規定する短期譲渡所得の金額、同法附則第３５条の２第５項に規

定する一般株式等に係る譲渡所得等の金額（同法附則第３５条の３第１５

項の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）、同法附則第３５条

の２の２第５項に規定する上場株式等に係る譲渡所得等の金額（同法附則

第３５条の２の６第１５項又は第３５条の３第１３項若しくは第１５項の

規定の適用がある場合には、その適用後の金額）、同法附則第３５条の４

第４項に規定する先物取引に係る雑所得等の金額（同法附則第３５条の４

の２第７項の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）、外国居住

者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課税等に関する法律第８

条第２項に規定する特例適用利子等の額、同法第８条第４項に規定する特

例適用配当等の額、租税条約等実施特例法第３条の２の２第１０項に規定

する条約適用利子等の額及び同条第１２項に規定する条約適用配当等の額

（１） 世帯主、当該年度の保険料賦課期日（賦課期日後に保険料の納付義

務が発生した場合には、その発生した日とする。）現在においてその世帯

に属する被保険者及び特定同一世帯所属者につき算定した地方税法第３１

４条の２第１項に規定する総所得金額（青色専従者給与額又は事業専従者

控除額については、同法第３１３条第３項、第４項又は第５項の規定を適

用せず、所得税法（昭和４０年法律第３３号）第５７条第１項、第３項又

は第４項の規定の例によらないものとし、山林所得金額並びに他の所得と

区分して計算される所得の金額（地方税法附則第３３条の２第５項に規定

する上場株式等に係る配当所得等の金額（同法附則第３５条の２の６第１

１項又は第１５項の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）、同

法附則第３３条の３第５項に規定する土地等に係る事業所得等の金額、同

法附則第３４条第４項に規定する長期譲渡所得の金額、同法附則第３５条

第５項に規定する短期譲渡所得の金額、同法附則第３５条の２第５項に規

定する一般株式等に係る譲渡所得等の金額（同法附則第３５条の３第１５

項の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）、同法附則第３５条

の２の２第５項に規定する上場株式等に係る譲渡所得等の金額（同法附則

第３５条の２の６第１５項又は第３５条の３第１３項若しくは第１５項の

規定の適用がある場合には、その適用後の金額）、同法附則第３５条の４

第４項に規定する先物取引に係る雑所得等の金額（同法附則第３５条の４

の２第７項の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）、外国居住

者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課税等に関する法律第８

条第２項に規定する特例適用利子等の額、同法第８条第４項に規定する特

例適用配当等の額、租税条約等実施特例法第３条の２の２第１０項に規定

する条約適用利子等の額及び同条第１２項に規定する条約適用配当等の額
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をいう。以下この項において同じ。）の算定についても同様とする。以下

同じ。）及び山林所得金額並びに他の所得と区分して計算される所得の金

額の合算額が、地方税法第３１４条の２第２項第１号に定める金額（世帯

主並びに当該世帯主の世帯に属する被保険者及び特定同一世帯所属者（次

号及び第３号において「世帯主等」という。）のうち給与所得を有する者

（前年中に同条第１項に規定する総所得金額に係る所得税法第２８条第１

項に規定する給与所得について同条第３項に規定する給与所得控除額の控

除を受けた者（同条第１項に規定する給与等の収入金額が５５０，０００

円を超える者に限る。）をいう。以下この号において同じ。）の数及び公

的年金等に係る所得を有する者（前年中に地方税法第３１４条の２第１項

に規定する総所得金額に係る所得税法第３５条第３項に規定する公的年金

等に係る所得について同条第４項に規定する公的年金等控除額の控除を受

けた者（年齢６５歳未満の者にあっては当該公的年金等の収入金額が６０

０，０００円を超える者に限り、年齢６５歳以上の者にあっては当該公的

年金等の収入金額が１，１００，０００円を超える者に限る。）をいい、

給与所得を有する者を除く。）の数の合計数（次号及び第３号において

「給与所得者等の数」という。）が２以上の場合にあっては、地方税法第

３１４条の２第２項第１号に定める金額に当該給与所得者等の数から１を

減じた数に１００，０００円を乗じて得た金額を加えた金額）を超えない

世帯に係る保険料の納付義務者 アに掲げる額に当該世帯に属する被保険

者のうち当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割額の算定の対象とされ

るものの数を乗じて得た額とイに掲げる額とを合算した額 

をいう。以下この項において同じ。）の算定についても同様とする。以下

同じ。）及び山林所得金額並びに他の所得と区分して計算される所得の金

額の合算額が、地方税法第３１４条の２第２項に掲げる金額を超えない世

帯に係る保険料の納付義務者 アに掲げる額に当該世帯に属する被保険者

のうち当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割額の算定の対象とされる

ものの数を乗じて得た額とイに掲げる額とを合算した額 

ア・イ （略） ア・イ （略） 

（２） 前号に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得と区分

して計算される所得の金額の合算額が、地方税法第３１４条の２第２項第

１号に定める金額（世帯主等のうち給与所得者等の数が２以上の場合にあ

っては、同号に定める金額に当該給与所得者等の数から１を減じた数に１

００，０００円を乗じて得た金額を加えた金額）に２８５，０００円に当

該年度の保険料賦課期日（賦課期日後に保険料の納付義務が発生した場合

には、その発生した日とする。）現在において当該世帯に属する被保険者

の数と特定同一世帯所属者の数の合計数を乗じて得た額を加算した金額を

超えない世帯に係る保険料の納付義務者であって前号に該当する者以外の

者 アに掲げる額に当該世帯に属する被保険者のうち当該年度分の基礎賦

課額の被保険者均等割額の算定の対象とされるものの数を乗じて得た額と

イに掲げる額とを合算した額 

（２） 前号に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得と区分

して計算される所得の金額の合算額が、地方税法第３１４条の２第２項に

掲げる金額に２８５，０００円に当該年度の保険料賦課期日（賦課期日後

に保険料の納付義務が発生した場合には、その発生した日とする。）現在

において当該世帯に属する被保険者の数と特定同一世帯所属者の数の合計

数を乗じて得た額を加算した金額を超えない世帯に係る保険料の納付義務

者であって前号に該当する者以外の者 アに掲げる額に当該世帯に属する

被保険者のうち当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割額の算定の対象

とされるものの数を乗じて得た額とイに掲げる額とを合算した額 
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ア・イ （略） ア・イ （略） 

（３） 第１号に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得と区

分して計算される所得の金額の合算額が、地方税法第３１４条の２第２項

第１号に定める金額（世帯主等のうち給与所得者等の数が２以上の場合に

あっては、同号に定める金額に当該給与所得者等の数から１を減じた数に

１００，０００円を乗じて得た金額を加えた金額）に５２０，０００円に

当該年度の保険料賦課期日（賦課期日後に保険料の納付義務が発生した場

合には、その発生した日とする。）現在において当該世帯に属する被保険

者の数と特定同一世帯所属者の数の合計数を乗じて得た額を加算した金額

を超えない世帯に係る保険料の納付義務者であって前２号に該当する者以

外の者 アに掲げる額に当該世帯に属する被保険者のうち当該年度分の基

礎賦課額の被保険者均等割額の算定の対象とされるものの数を乗じて得た

額とイに掲げる額とを合算した額 

（３） 第１号に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得と区

分して計算される所得の金額の合算額が、地方税法第３１４条の２第２項

に掲げる金額に５２０，０００円に当該年度の保険料賦課期日（賦課期日

後に保険料の納付義務が発生した場合には、その発生した日とする。）現

在において当該世帯に属する被保険者の数と特定同一世帯所属者の数の合

計数を乗じて得た額を加算した金額を超えない世帯に係る保険料の納付義

務者であって前２号に該当する者以外の者 アに掲げる額に当該世帯に属

する被保険者のうち当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割額の算定の

対象とされるものの数を乗じて得た額とイに掲げる額とを合算した額 

ア・イ （略） ア・イ （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 

附 則 附 則 

（公的年金等所得に係る保険料の減額賦課の特例） （公的年金等所得に係る保険料の減額賦課の特例） 

第２条 当分の間、世帯主又はその世帯に属する被保険者若しくは特定同一世

帯所属者が、前年中に所得税法第３５条第３項に規定する公的年金等に係る

所得（以下「公的年金等所得」という。）について同条第４項に規定する公

的年金等控除額（年齢６５歳以上である者に係るものに限る。）の控除を受

けた場合における第１９条の規定の適用については、同条第１項第１号中

「第３１４条の２第１項に規定する総所得金額（」とあるのは「第３１４条

の２第１項に規定する総所得金額（所得税法第３５条第３項に規定する公的

年金等に係る所得については、同条第２項第１号の規定によって計算した金

額から１５０，０００円を控除した金額によるものとし、」と、「同法第３

１３条第３項」とあるのは「地方税法第３１３条第３項」と、「１，１０

０，０００円」とあるのは「１，２５０，０００円」とする。 

第２条 当分の間、世帯主又はその世帯に属する被保険者若しくは特定同一世

帯所属者が、前年中に所得税法第３５条第３項に規定する公的年金等に係る

所得（以下「公的年金等所得」という。）について同条第４項に規定する公

的年金等控除額（年齢６５歳以上である者に係るものに限る。）の控除を受

けた場合における第１９条の規定の適用については、同条第１項第１号中

「第３１４条の２第１項に規定する総所得金額（」とあるのは「第３１４条

の２第１項に規定する総所得金額（所得税法第３５条第３項に規定する公的

年金等に係る所得については、同条第２項第１号の規定によって計算した金

額から１５０，０００円を控除した金額によるものとし、」と、「同法第３

１３条第３項」とあるのは「地方税法第３１３条第３項」とする。 

（延滞金の割合の特例） （延滞金の割合の特例） 

第３条 当分の間、第２２条第１項に規定する延滞金の年１４．６パーセント

の割合及び年７．３パーセントの割合は、同項の規定にかかわらず、各年の

延滞金特例基準割合（平均貸付割合（租税特別措置法第９３条第２項に規定

第３条 当分の間、第２２条第１項に規定する延滞金の年１４．６パーセント

の割合及び年７．３パーセントの割合は、同項の規定にかかわらず、各年の

特例基準割合（当該年の前年に租税特別措置法第９３条第２項の規定により
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する平均貸付割合をいう。）に年１パーセントの割合を加算した割合をい

う。以下この条において同じ。）が年７．３パーセントの割合に満たない場

合には、その年中においては、年１４．６パーセントの割合にあってはその

年における延滞金特例基準割合に年７．３パーセントの割合を加算した割合

とし、年７．３パーセントの割合にあっては当該延滞金特例基準割合に年１

パーセントの割合を加算した割合（当該加算した割合が年７．３パーセント

の割合を超える場合には、年７．３パーセントの割合）とする。 

告示された割合に年１パーセントの割合を加算した割合をいう。以下この条

において同じ。）が年７．３パーセントの割合に満たない場合には、その年

（以下この条において「特例基準割合適用年」という。）中においては、年

１４．６パーセントの割合にあっては当該特例基準割合適用年における特例

基準割合に年７．３パーセントの割合を加算した割合とし、年７．３パーセ

ントの割合にあっては当該特例基準割合に年１パーセントの割合を加算した

割合（当該加算した割合が年７．３パーセントの割合を超える場合には、年

７．３パーセントの割合）とする。 



- 17 - 

議案第５９号

藤井寺市子どもの医療費の助成に関する条例の一部改正について 

○藤井寺市子どもの医療費の助成に関する条例（平成１６年藤井寺市条例第１４号） 新旧対照表

改正後 改正前 

（定義） （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

（１） 子ども 出生の日から１８歳に達した日以後における最初の３月３

１日を経過するまでの間にある者をいう。 

（１） 子ども 出生の日から１５歳に達した日以後における最初の３月３

１日を経過するまでの間にある者をいう。 

（２） （略） （２） （略） 

（助成の対象期間） （助成の対象期間） 

第５条 医療費の助成の対象となる期間は、助成を受けようとする対象者の出

生の日（当該出生の日以後に対象者に該当することとなったときは、該当す

ることとなった日）から１８歳に達した日以後における最初の３月３１日

（当該３月３１日前に対象者に該当しないこととなったときは、該当しない

こととなった日）までとする。 

第５条 医療費の助成の対象となる期間は、助成を受けようとする対象者の出

生の日（当該出生の日以後に対象者に該当することとなったときは、該当す

ることとなった日）から１５歳に達した日以後における最初の３月３１日

（当該３月３１日前に対象者に該当しないこととなったときは、該当しない

こととなった日）までとする。 

（申請） （申請） 

第６条 この条例の適用を受けようとする対象者の保護者（婚姻により成年に

達したものとみなされる対象者にあっては、当該対象者。以下同じ。）は、

規則で定めるところにより市長に申請しなければならない。 

第６条 この条例の適用を受けようとする対象者の保護者は、規則で定めると

ころにより市長に申請しなければならない。 

２ （略） ２ （略） 

（医療証の提示） （医療証の提示） 

第８条 前条第１項の規定により医療証の交付を受けている者（以下「受給

者」という。）は、大阪府内に所在地を有し、第４条第１項の規定による助

成を取り扱う健康保険法（大正１１年法律第７０号）第６３条第３項第１号

に規定する保険医療機関若しくは保険薬局又は同法第８８条第１項に規定す

る指定訪問看護事業者（以下「医療機関」という。）において療養を受けよ

うとするときは、医療証を提示しなければならない。 

第８条 前条第１項の規定により医療証の交付を受けている者は、大阪府内に

所在地を有し、第４条第１項の規定による助成を取り扱う健康保険法（大正

１１年法律第７０号）第６３条第３項第１号に規定する保険医療機関若しく

は保険薬局又は同法第８８条第１項に規定する指定訪問看護事業者（以下

「医療機関」という。）において療養を受けようとするときは、医療証を提

示しなければならない。 

（助成の方法） （助成の方法） 
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第９条 子どもの医療費の助成は、助成する額を市長が当該医療機関に支払う

ことにより行う。ただし、市長が特別の理由があると認めるときは、助成す

る額を受給者の保護者（婚姻により成年に達したものとみなされる受給者に

あっては、当該受給者。以下同じ。）に支払うことにより医療費の助成を行

うことができる。 

第９条 子どもの医療費の助成は、助成する額を市長が当該医療機関に支払う

ことにより行う。ただし、市長が特別の理由があると認めるときは、助成す

る額を子どもの保護者に支払うことにより医療費の助成を行うことができ

る。 

（第三者の行為による被害の届出） （第三者の行為による被害の届出） 

第１０条 医療に関する給付の事由が第三者の行為によって生じたもので当該

給付に対して、医療費の助成を受け、又は受けようとする受給者の保護者

は、その事実、当該第三者の氏名及び住所又は居所（氏名又は住所若しくは

居所が明らかでないときは、その旨）並びに被害の状況を、直ちに市長に届

け出なければならない。 

第１０条 医療に関する給付の事由が第三者の行為によって生じたもので当該

給付に対して、医療費の助成を受け、又は受けようとする子どもの保護者

は、その事実、当該第三者の氏名及び住所又は居所（氏名又は住所若しくは

居所が明らかでないときは、その旨）並びに被害の状況を、直ちに市長に届

け出なければならない。 

（損害賠償との調整） （損害賠償との調整） 

第１１条 受給者が疾病又は負傷に関し第三者から損害賠償を受けたときは、

市長は、第４条第１項の規定により助成すべき医療費の全部若しくは一部を

助成せず、又は既に助成した医療費の額に相当する金額を返還させることが

できる。 

第１１条 子どもが疾病又は負傷に関し第三者から損害賠償を受けたときは、

市長は、第４条第１項の規定により助成すべき医療費の全部若しくは一部を

助成せず、又は既に助成した医療費の額に相当する金額を返還させることが

できる。 

（届出義務） （届出義務） 

第１４条 受給者の保護者は、住所、氏名その他規則で定める事項に変更があ

ったときは、規則で定めるところにより、市長に届け出なければならない。 

第１４条 子どもの保護者は、住所、氏名その他規則で定める事項に変更があ

ったときは、規則で定めるところにより、市長に届け出なければならない。 

２ 受給者又はその保護者が死亡したときは、戸籍法（昭和２２年法律第２２

４号）の規定による死亡の届出義務者が、規則で定めるところにより、その

旨を市長に届け出なければならない。 

２ 第７条第１項の規定により医療証の交付を受けた子ども又はその保護者が

死亡したときは、戸籍法（昭和２２年法律第２２４号）の規定による死亡の

届出義務者が、規則で定めるところにより、その旨を市長に届け出なければ

ならない。 

（事実の調査） （事実の調査） 

第１５条 市長は、資格の審査のため必要があるときは、この条例の適用を受

けようとする対象者の保護者に対し、出頭を求め、質問をし、又は文書の提

示若しくは必要な事項の報告を求めることができる。 

第１５条 市長は、資格の審査のため必要があるときは、この条例の適用を受

けようとする者に対し、出頭を求め、質問をし、又は文書の提示若しくは必

要な事項の報告を求めることができる。 

（報告等） （報告等） 

第１６条 市長は、助成にあたり必要があると認めるときは、受給者の保護者

に対し、必要な事項の報告、文書その他の物件の提出若しくは提示を命じ、

第１６条 市長は、助成にあたり必要があると認めるときは、対象者に対し、

必要な事項の報告、文書その他の物件の提出若しくは提示を命じ、又はこれ
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改正後 改正前 

又はこれらの事項に関し受給者の保護者その他の関係者に質問し、若しくは

診断書の提出を求めることができる。 

らの事項に関し受給者その他の関係者に質問し、若しくは診断書の提出を求

めることができる。 

（助成の制限） （助成の制限） 

第１７条 市長は、受給者の保護者が、正当な理由なしに、前条の規定による

命令に従わず、又は答弁若しくは診断書の提出を拒んだときは、助成の全部

又は一部を行わないことができる。 

第１７条 市長は、対象者が、正当な理由なしに、前条の規定による命令に従

わず、又は答弁若しくは診断書の提出を拒んだときは、助成の全部又は一部

を行わないことができる。 
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議案第６０号

藤井寺市後期高齢者医療に関する条例の一部改正について 

○藤井寺市後期高齢者医療に関する条例（平成２０年藤井寺市条例第７号） 新旧対照表

改正後 改正前 

附 則 附 則 

（延滞金の割合の特例） （延滞金の割合の特例） 

第２条 当分の間、第８条第１項に規定する延滞金の年１４．６パーセント割

合及び年７．３パーセントの割合は、同項の規定にかかわらず、各年の延滞

金特例基準割合（平均貸付割合（租税特別措置法（昭和３２年法律第２６

号）第９３条第２項に規定する平均貸付割合をいう。）に年１パーセントの

割合を加算した割合をいう。以下この条において同じ。）が年７．３パーセ

ントの割合に満たない場合には、その年中においては、年１４．６パーセン

トの割合にあってはその年における延滞金特例基準割合に年７．３パーセン

トの割合を加算した割合とし、年７．３パーセントの割合にあっては当該延

滞金特例基準割合に年１パーセントの割合を加算した割合（当該加算した割

合が年７．３パーセントの割合を超える場合には、年７．３パーセントの割

合）とする。 

第２条 当分の間、第８条第１項に規定する延滞金の年１４．６パーセント割

合及び年７．３パーセントの割合は、同項の規定にかかわらず、各年の特例

基準割合（当該年の前年に租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第９

３条第２項の規定により告示された割合に年１パーセントの割合を加算した

割合をいう。以下この条において同じ。）が年７．３パーセントの割合に満

たない場合には、その年（以下この条において「特例基準割合適用年」とい

う。）中においては、年１４．６パーセントの割合にあっては当該特例基準

割合適用年における特例基準割合に年７．３パーセントの割合を加算した割

合とし、年７．３パーセントの割合にあっては当該特例基準割合に年１パー

セントの割合を加算した割合（当該加算した割合が年７．３パーセントの割

合を超える場合には、年７．３パーセントの割合）とする。 
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議案第６１号

藤井寺市道路占用料条例及び藤井寺市準用河川占用料徴収条例の一部改正について 

○藤井寺市道路占用料条例（昭和３４年藤井寺市条例第３８号） 新旧対照表

（第１条関係）

改正後 改正前

別表（第３条関係） 別表（第３条関係）

道路占用料金表 道路占用料金表

占用物件 単位 占用料

法第３２

条第１項

第１号に

掲げる工

作物

電柱

電柱

１本につき１年

３，７００円

支柱 ３，７００円

支線柱 １，７００円

支線 ７３０円

電話柱

電話柱 ２，２００円

支柱 ３，０００円

支線柱 １，６００円

支線 ７３０円

その他の柱類 ２２０円

共架電線その他上空に設ける線類
長さ１メートル

につき１年

２２円

地下電線その他地下に設ける線類 １３円

変圧塔その他これに類するもの及

び公衆電話所
１個につき１年 ４，３００円

占用物件 単位 占用料

法第３２

条第１項

第１号に

掲げる工

作物

電柱

電柱

１本につき１年

３，６００円

支柱 ３，６００円

支線柱 １，７００円

支線 ７１０円

電話柱

電話柱 ２，１００円

支柱 ２，９００円

支線柱 １，６００円

支線 ７１０円

その他の柱類 ２１０円

共架電線その他上空に設ける線類
長さ１メートル

につき１年

２１円

地下電線その他地下に設ける線類 １３円

変圧塔その他これに類するもの及

び公衆電話所
１個につき１年 ４，２００円
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改正後 改正前

郵便差出箱及び信書便差出箱 １，８００円

その他のもの

占用面積１平方

メートルにつき

１年

４，３００円

法第３２

条第１項

第２号に

掲げる物

件

水管、下

水道管、

ガス管等

外径が０．０７メー

トル未満のもの

長さ１メートル

につき１年

９０円

外径が０．０７メー

トル以上０．１０メ

ートル未満のもの

１３０円

外径が０．１０メー

トル以上０．１５メ

ートル未満のもの

２００円

外径が０．１５メー

トル以上０．２０メ

ートル未満のもの

２６０円

外径が０．２０メー

トル以上０．３０メ

ートル未満のもの

３９０円

外径が０．３０メー

トル以上０．４０メ

ートル未満のもの

５１０円

外径が０．４０メー

トル以上０．７０メ

ートル未満のもの

９００円

郵便差出箱及び信書便差出箱 １，８００円

その他のもの

占用面積１平方

メートルにつき

１年

４，２００円

法第３２

条第１項

第２号に

掲げる物

件

水管、下

水道管、

ガス管等

外径が０．０７メート

ル未満のもの

長さ１メートル

につき１年

８７円

外径が０．０７メート

ル以上０．１０メート

ル未満のもの

１３０円

外径が０．１０メート

ル以上０．１５メート

ル未満のもの

１９０円

外径が０．１５メート

ル以上０．２０メート

ル未満のもの

２５０円

外径が０．２０メート

ル以上０．３０メート

ル未満のもの

３８０円

外径が０．３０メート

ル以上０．４０メート

ル未満のもの

５００円

外径が０．４０メート

ル以上０．７０メート

ル未満のもの

８７０円
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改正後 改正前

外径が０．７０メー

トル以上１．００メ

ートル未満のもの

１，３００円

外径が１．００メー

トル以上のもの
２，６００円

マンホールその他これに類するも

の

占用面積１平方

メートルにつき

１年

１，３００円

法第３２条第１項第３号及び第４号に掲げる

施設
４，３００円

法第３２

条第１項

第５号に

掲げる施

設

上空に設ける通路 ２，２００円

地下に設ける通路 １，３００円

その他のもの ４，３００円

法第３２

条第１項

第６号に

掲げる施

設

祭礼、縁日その他の催しに際し、

一時的に設けるもの

占用面積１平方

メートルにつき

１日

４３円

その他のもの

占用面積１平方

メートルにつき

１月

４３０円

道路法施

行令（昭

和２７年

政令第４

７９号。

看板（ア

ーチであ

るものを

除く。）

一時的に設けるもの

表示面積１平方

メートルにつき

１月

４３０円

その他のもの
表示面積１平方

メートルにつき
４，３００円

外径が０．７０メート

ル以上１．００メート

ル未満のもの

１，３００円

外径が１．００メート

ル以上のもの
２，５００円

マンホールその他これに類するも

の

占用面積１平方

メートルにつき

１年

１，３００円

法第３２条第１項第３号及び第４号に掲げる

施設
４，２００円

法第３２

条第１項

第５号に

掲げる施

設

上空に設ける通路 ２，１００円

地下に設ける通路 １，３００円

その他のもの ４，２００円

法第３２

条第１項

第６号に

掲げる施

設

祭礼、縁日その他の催しに際し、

一時的に設けるもの

占用面積１平方

メートルにつき

１日

４２円

その他のもの

占用面積１平方

メートルにつき

１月

４２０円

道路法施

行令（昭

和２７年

政令第４

７９号。

看板（ア

ーチであ

るものを

除く。）

一時的に設けるもの

表示面積１平方

メートルにつき

１月

４２０円

その他のもの
表示面積１平方

メートルにつき
４，２００円
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改正後 改正前

以下「政

令」とい

う。）第

７条第１

号に掲げ

る物件

１年

標識 １本につき１年 ３，４００円

旗ざお

祭礼、縁日その他の

催しに際し、一時的

に設けるもの

１本につき１日 ４３円

その他のもの １本につき１月 ４３０円

幕

祭礼、縁日その他の

催しに際し、一時的

に設けるもの

その面積１平方

メートルにつき

１日

４３円

その他のもの

その面積１平方

メートルにつき

１月

４３０円

アーチ
車道を横断するもの

１基につき１月
４，３００円

その他のもの ２，２００円

政令第７条第４号に掲げる工事用施設及び同

条第５号に掲げる工事用材料

占用面積１平方

メートルにつき

１月

４３０円

その他のもの

１メートル又は

１平方メートル

につき１月

４３０円以内の

額

以下「政

令」とい

う。）第

７条第１

号に掲げ

る物件

１年

標識 １本につき１年 ３，４００円

旗ざお

祭礼、縁日その他の催

しに際し、一時的に設

けるもの

１本につき１日 ４２円

その他のもの １本につき１月 ４２０円

幕

祭礼、縁日その他の催

しに際し、一時的に設

けるもの

その面積１平方

メートルにつき

１日

４２円

その他のもの

その面積１平方

メートルにつき

１月

４２０円

アーチ
車道を横断するもの

１基につき１月
４，２００円

その他のもの ２，１００円

政令第７条第４号に掲げる工事用施設及び同

条第５号に掲げる工事用材料

占用面積１平方

メートルにつき

１月

４２０円

その他のもの

１メートル又は

１平方メートル

につき１月

４２０円以内の

額
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○藤井寺市準用河川占用料徴収条例（平成１２年藤井寺市条例第４号） 新旧対照表

（第２条関係）

改正後 改正前

別表（第２条関係） 別表（第２条関係）

占用物件 単位 占用料

電柱

電柱

１本につき１年

３，７００円

支柱 ３，７００円

支線柱 １，７００円

支線 ７３０円

電話柱

電話柱 ２，２００円

支柱 ３，０００円

支線柱 １，６００円

支線 ７３０円

その他の柱類 ２２０円

共架電線その他上空に設ける線類
長さ１メートル

につき１年

２２円

地下電線その他地下に設ける線類 １３円

変圧塔その他これに類するもの及び公衆電話所 １個につき１年 ４，３００円

その他のもの

占用面積１平方

メートルにつき

１年

４，３００円

水管、 外径が０．０７メートル未満のもの 長さ１メートル ９０円

占用物件 単位 占用料

電柱

電柱

１本につき１年

３，６００円

支柱 ３，６００円

支線柱 １，７００円

支線 ７１０円

電話柱

電話柱 ２，１００円

支柱 ２，９００円

支線柱 １，６００円

支線 ７１０円

その他の柱類 ２１０円

共架電線その他上空に設ける線類
長さ１メートル

につき１年

２１円

地下電線その他地下に設ける線類 １３円

変圧塔その他これに類するもの及び公衆電話所 １個につき１年 ４，２００円

その他のもの

占用面積１平方

メートルにつき

１年

４，２００円

水管、 外径が０．０７メートル未満のもの 長さ１メートル ８７円
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改正後 改正前

下水道

管、ガ

ス管等

外径が０．０７メートル以上０．１

０メートル未満のもの

につき１年
１３０円

外径が０．１０メートル以上０．１

５メートル未満のもの
２００円

外径が０．１５メートル以上０．２

０メートル未満のもの
２６０円

外径が０．２０メートル以上０．３

０メートル未満のもの
３９０円

外径が０．３０メートル以上０．４

０メートル未満のもの
５１０円

外径が０．４０メートル以上０．７

０メートル未満のもの
９００円

外径が０．７０メートル以上１．０

０メートル未満のもの
１，３００円

外径が１．００メートル以上のもの ２，６００円

マンホールその他これに類するもの

占用面積１平方

メートルにつき

１年

１，３００円

工事用板囲、足場、詰所その他の工事用施設

土石、竹木、瓦その他の工事用材料

１メートル又は

１平方メートル

につき１月

４２０円

橋りょう、桟橋、上屋その他のこれらに類する

工作物

１平方メートル

につき１年
３６０円

下水道

管、ガ

ス管等

外径が０．０７メートル以上０．１０

メートル未満のもの

につき１年
１３０円

外径が０．１０メートル以上０．１５

メートル未満のもの
１９０円

外径が０．１５メートル以上０．２０

メートル未満のもの
２５０円

外径が０．２０メートル以上０．３０

メートル未満のもの
３８０円

外径が０．３０メートル以上０．４０

メートル未満のもの
５００円

外径が０．４０メートル以上０．７０

メートル未満のもの
８７０円

外径が０．７０メートル以上１．００

メートル未満のもの
１，３００円

外径が１．００メートル以上のもの ２，５００円

マンホールその他これに類するもの

占用面積１平方

メートルにつき

１年

１，３００円

工事用板囲、足場、詰所その他の工事用施設

土石、竹木、瓦その他の工事用材料

１メートル又は

１平方メートル

につき１月

４２０円

橋りょう、桟橋、上屋その他のこれらに類する

工作物

１平方メートル

につき１年
３６０円
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改正後 改正前

工作物の設置を伴わない土地の占用
１平方メートル

につき１年
７５円 工作物の設置を伴わない土地の占用

１平方メートル

につき１年
７５円
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議案第６２号

藤井寺市南部大阪都市計画下水道事業受益者負担に関する条例の一部改正について 

○藤井寺市南部大阪都市計画下水道事業受益者負担に関する条例（昭和５６年藤井寺市条例第３２号） 新旧対照表

改正後 改正前 

附 則 附 則 

１ （略） １ （略） 

（延滞金の割合の特例） （延滞金の割合の特例） 

２ 当分の間、第１１条第１項に規定する延滞金の年１４．５パーセントの割

合及び年７．２５パーセントの割合は、同項の規定にかかわらず、各年の延

滞金特例基準割合（平均貸付割合（租税特別措置法（昭和３２年法律第２６

号）第９３条第２項に規定する平均貸付割合をいう。）に年１パーセントの

割合を加算した割合をいう。以下この項において同じ。）が年７．２５パー

セントの割合に満たない場合には、その年中においては、年１４．５パーセ

ントの割合にあってはその年における延滞金特例基準割合に年７．２５パー

セントの割合を加算した割合とし、年７．２５パーセントの割合にあっては

当該延滞金特例基準割合に年１パーセントの割合を加算した割合（当該加算

した割合が年７．２５パーセントの割合を超える場合には、年７．２５パー

セントの割合）とする。 

２ 当分の間、第１１条第１項に規定する延滞金の年１４．５パーセントの割

合及び年７．２５パーセントの割合は、同項の規定にかかわらず、各年の特

例基準割合（当該年の前年に租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第

９３条第２項の規定により告示された割合に年１パーセントの割合を加算し

た割合をいう。以下この項において同じ。）が年７．２５パーセントの割合

に満たない場合には、その年（以下この項において「特例基準割合適用年」

という。）中においては、年１４．５パーセントの割合にあっては当該特例

基準割合適用年における特例基準割合に年７．２５パーセントの割合を加算

した割合とし、年７．２５パーセントの割合にあっては当該特例基準割合に

年１パーセントの割合を加算した割合（当該加算した割合が年７．２５パー

セントの割合を超える場合には、年７．２５パーセントの割合）とする。 
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議案第６３号

藤井寺市水道事業給水条例の一部改正について 

○藤井寺市水道事業給水条例（昭和３５年藤井寺市条例第３号） 新旧対照表

改正後 改正前 

目次 目次 

第４章 料金及び手数料（第２１条―第２９条の２） 第４章 料金及び手数料（第２１条―第２９条） 

（債権の放棄） ＿＿＿＿＿＿＿

第２９条の２ 管理者は、料金の債権について、次の各号のいずれかに該当す

る場合は、当該料金の債権を放棄することができる。 

＿＿＿＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

（１） 消滅時効に係る時効期間が経過した場合（債務者が時効の援用をし

ない特別の理由があるときを除く。） 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

（２） 破産法（平成１６年法律第７５号）第２５３条第１項、会社更生法

（平成１４年法律第１５４号）第２０４条第１項その他の法令の規定によ

り、債務者が当該料金の債権につきその責任を免れた場合（保証人の保証

があるときを除く。） 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

（３） 債務者が死亡し、相続財産及び相続人が存在しない場合又は存在の

有無が判明しない場合 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

２ 管理者は、前項の規定により料金の債権を放棄したときは、これを議会に

報告しなければならない。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
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議案第６４号

藤井寺市水道事業の設置等に関する条例等の廃止等について 

○非常勤の特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３４年藤井寺市条例第１７号） 新旧対照表 

（第２条関係） 

改正後 改正前 

別表第１（第２条、第４条関係） 別表第１（第２条、第４条関係） 

区分 報酬額 

（略） 

保育所嘱託医師（内科） 年額 １５１，８００

円

保育所嘱託医師（歯科） 年額  ７５，９００

円

小中学校医（内科） 年額 ２２８，２００

円

（複数の学校を兼務する小中学校

医においても同額とする。） 

当該年度の５月１日現在における

担当児童又は生徒の数に４２６円

を乗じて得た額を加算する。 

（略） 

区分 報酬額 

（略） 

保育所嘱託医師（内科） 年額 １５１，８００

円

保育所嘱託医師（歯科） 年額  ７５，９００

円

水道事業経営審議会委員 日額 ９，５００円

水道施設整備事業評価委員会委員 日額 ９，５００円

小中学校医（内科） 年額 ２２８，２００

円

（複数の学校を兼務する小中学校

医においても同額とする。） 

当該年度の５月１日現在における

担当児童又は生徒の数に４２６円

を乗じて得た額を加算する。 

（略） 
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○特別職の職員の給与に関する条例（昭和３４年藤井寺市条例第１８号） 新旧対照表 

（第３条関係） 

改正後 改正前 

（趣旨） （趣旨） 

第１条 この条例は、次に掲げる特別職の職員（以下「職員」という。）の給

与に関する事項を定めるものとする。 

第１条 この条例は、次に掲げる特別職の職員（以下「職員」という。）の給

与に関する事項を定めるものとする。 

（１）～（３） （略） （１）～（３） （略） 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿ （４） 水道事業管理者 

附 則 附 則 

１～７ （略） １～７ （略） 

（給料月額の特例措置） （給料月額の特例措置） 

８ 令和元年８月１日から令和５年４月３０日までの間における給料月額は、

別表の規定にかかわらず、次の表のとおりとする。 

８ 令和元年８月１日から令和５年４月３０日までの間における給料月額は、

別表の規定にかかわらず、次の表のとおりとする。 

区分 給料月額 

（略） 

教育長 ５８４，０００円

区分 給料月額 

（略） 

教育長 ５８４，０００円

水道事業管理者 ５８４，０００円

９ （略） ９ （略） 

別表（第３条関係） 別表（第３条関係） 

区分 給料月額 

（略） 

教育長 ７３０，０００円

区分 給料月額 

（略） 

教育長 ７３０，０００円

水道事業管理者 ７３０，０００円
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○藤井寺市特別会計条例（昭和３９年藤井寺市条例第１７号） 新旧対照表 

（第４条関係） 

改正後 改正前 

（設置） （設置） 

第１条 （略） 第１条 （略） 

２ 前項に規定するものを除くほか、他の法律に基づいて設置する特別会計

は、次のとおりとする。 

２ 前項に規定するものを除くほか、他の法律に基づいて設置する特別会計

は、次のとおりとする。 

（１）～（３） （略） （１）～（３） （略） 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ （４） 水道事業会計 水道事業 

（４） （略） （５） （略） 

（５） （略） （６） （略） 
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○藤井寺市職員定数条例（昭和５５年藤井寺市条例第５号） 新旧対照表

（第５条関係） 

改正後 改正前 

（職員の定数） （職員の定数） 

第２条 職員の定数は、次に掲げるとおりとする。 第２条 職員の定数は、次に掲げるとおりとする。 

（１）～（３） （略） （１）～（３） （略） 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ （４） 水道事業の職員 ２７人 

（４） （略） （５） （略） 

（５） （略） （６） （略） 

（６） （略） （７） （略） 

（７） （略） （８） （略） 

（８） （略） （９） （略） 

（９） （略） （１０） （略） 

定数計 ６８８人 定数計 ７１５人 

２ （略） ２ （略） 
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○藤井寺市情報公開条例（平成１１年藤井寺市条例第１号） 新旧対照表 

（第６条関係） 

改正後 改正前 

（定義） （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。 

（１） 実施機関 市長、教育委員会、選挙管理委員会、公平委員会、監査

委員、農業委員会、固定資産評価審査委員会及び議会をいう。 

（１） 実施機関 市長、教育委員会、選挙管理委員会、公平委員会、監査

委員、農業委員会、固定資産評価審査委員会、水道事業管理者及び議会を

いう。 

（２）・（３） （略） （２）・（３） （略） 
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○藤井寺市個人情報保護条例（平成１１年藤井寺市条例第２号） 新旧対照表 

（第７条関係） 

改正後 改正前 

（定義） （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。 

（１）～（３） （略） （１）～（３） （略） 

（４） 実施機関 市長、教育委員会、選挙管理委員会、公平委員会、監査

委員、農業委員会、固定資産評価審査委員会及び議会をいう。 

（４） 実施機関 市長、教育委員会、選挙管理委員会、公平委員会、監査

委員、農業委員会、固定資産評価審査委員会、水道事業管理者及び議会を

いう。 

（５）～（１０） （略） （５）～（１０） （略） 
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○藤井寺市行政手続条例（平成１１年藤井寺市条例第３号） 新旧対照表 

（第８条関係） 

改正後 改正前 

（定義） （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

（１）～（５） （略） （１）～（５） （略） 

（６） 市の機関 市長、地方自治法第１３８条の４第１項の規定により市

に置かれる執行機関若しくはこれらに置かれる機関又はこれらの機関の職

員であって法律若しくは条例上独立に権限を行使することを認められた職

員をいう。 

（６） 市の機関 市長、地方自治法第１３８条の４第１項の規定により市

に置かれる執行機関、地方公営企業法第７条の規定により市に置かれる水

道事業管理者若しくはこれらに置かれる機関又はこれらの機関の職員であ

って法律若しくは条例上独立に権限を行使することを認められた職員をい

う。 

（７）・（８） （略） （７）・（８） （略） 
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○藤井寺市職員の厚生制度に関する条例（平成１８年藤井寺市条例第３号） 新旧対照表 

（第９条関係） 

改正後 改正前 

（定義） （定義） 

第２条 この条例において「職員」とは、次に掲げる者をいう。 第２条 この条例において「職員」とは、次に掲げる者をいう。 

（１）～（３） （略） （１）～（３） （略） 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

（４） 企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和４２年藤井寺市

条例第１１号）の適用を受ける者 

（４） 前３号に掲げる者のほか、市長が適当と認める者 （５） 前各号に掲げる者のほか、市長が適当と認める者 
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○重要な公の施設に関する条例（平成１９年藤井寺市条例第１８号） 新旧対照表 

（第１０条関係） 

改正後 改正前 

（特に重要な公の施設） （特に重要な公の施設の廃止又は独占的利用） 

第３条 法第２４４条の２第２項の規定により、議会において出席議員の３分

の２以上の者の同意を要する特に重要な公の施設は、下水道事業施設とし、

その長期かつ独占的な利用は、１０年を超える期間にわたり一般の利用を著

しく妨げることとなる利用とする。 

第３条 次に掲げる公の施設を廃止し、又は１０年を超える独占的な利用をさ

せようとするときは、法第２４４条の２第２項の規定により議会において出

席議員の３分の２以上の者の同意を得なければならない。 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿ （１） 上水道事業施設 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿ （２） 下水道事業施設 
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○一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成２４年藤井寺市条例第１５号） 新旧対照表 

（第１１条関係） 

改正後 改正前 

（特定任期付企業職員の給与の特例等） （特定任期付企業職員の給与の特例等） 

第９条 （略） 第９条 （略） 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

２ 企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和４２年藤井寺市条例第

１１号。次項において「企業職員給与条例」という。）第５条、第６条、第

６条の３及び第１４条の規定は、特定任期付企業職員には適用しない。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

３ 特定任期付企業職員に対する企業職員給与条例第２条第３項の規定の適用

については、同項中「勤勉手当」とあるのは「勤勉手当、特定任期付企業職

員業績手当」とする。 
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○藤井寺市暴力団排除条例（平成２５年藤井寺市条例第２８号） 新旧対照表 

（第１２条関係） 

改正後 改正前 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ （水道事業管理者が行う公共工事等の事務への適用） 

＿＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

第１６条 水道事業管理者が行う公共工事等の事務に係るこの条例の適用につ

いては、この条例の規定中「市長」とあるのは「水道事業管理者」とする。 

（委任） （委任） 

第１６条 （略） 第１７条 （略） 
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○藤井寺市行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例（令和元年藤井寺市条例第２２号） 新旧対照表

（第１３条関係）

改正後 改正前 

（定義） （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

（１） （略） （１） （略） 

（２） 市の機関 市長、地方自治法第１３８条の４第１項の規定により市

に置かれる執行機関若しくはこれらに置かれる機関又はこれらの機関の職

員であって法律若しくは条例上独立に権限を行使することを認められた職

員をいう。 

（２） 市の機関 市長、地方自治法第１３８条の４第１項の規定により市

に置かれる執行機関、地方公営企業法第７条の規定により市に置かれる水

道事業管理者若しくはこれらに置かれる機関又はこれらの機関の職員であ

って法律若しくは条例上独立に権限を行使することを認められた職員をい

う。 

（３）～（１０） （略） （３）～（１０） （略） 




